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概要 

地域包括ケアシステムの構築には、地域課題と地域資源の把握、関係者間での共有、住民に

よる主体的な活動促進のための「地域診断」が必要である。本研究の目的は、「色々な主体や

人が当事者意識を持って町のことを考え、共働しながら活動する人が現れる」を目指し、多様

な関係者を巻き込み地域診断を活用するプログラムを開発することである。そのためのワーク

ショップを3回行った。第1回は、行政と介護福祉関係者で地域診断と地域課題を共有し、第2

回では、医療系の方を加え、地域資源を確認し、今や未来への自分たちの想いを伝え合い、第

３回では、観光協会や民生委員などを加え、町の未来に必要な要素を話し合った。その結果、

「地域課題解決に向けて共働したい」「自分達で解決できる部分のアクションプランを作る」

等の意見が出され、参加者の97％が満足していた。本プログラムは、多様な主体や人がつなが

り、共働しながら活動する人を増やす効果があったと思われる。 

 

A. 研究目的 

地域包括ケアシステムを構築するための

重要な要素とは、地域を客観的に分析し、

地域の課題と資源を把握することと住民に

よる主体的な活動の促進が挙げられる。こ

れらを施策として反映させるためには「地

域診断」が必要であり、厚生労働省の介護

予防マニュアル 1)や、「地域包括ケア推進の

ための地域診断に関する調査等事業報告

書」 2)にもその重要性が述べられている。  

地域診断とは、対象となる地域のきめ細

かい観察や既存の統計を通して、地域ごと

の問題・特徴を把握することを言う 3)。地

域診断により、客観的なデータに基づいて

地域の課題を把握することは、地域の事業

の見直しや新たな事業の予算化のための根

拠となる。しかし、現状では有効な地域診

断が十分にできていない、地域診断の結果

が十分に共有されていないなどの課題があ

る。また、地域診断を実施した際に、その  

 

結果をどのように施策に結びつけるのかも

重要な問題である。  

Japan Gerontological Evaluation 

Study（日本老年学的評価研究）では、自

治体が根拠に基づく第 6 期介護事業計画の

策定を行えるように支援を行った。日常生

活圏域ニーズ調査（以下、ニーズ調査）の

データを収集し、集計・比較をして、地域

診断書に結果をまとめて、自治体へ返却し、

ワークショップの開催によって、地域診断

と介護保険事業計画を結び付ける試みを行

ったことは、「地域包括ケアシステム構築の

ための地域診断活用支援プログラム開発の

試み」 3)で記した。  

本研究の目的は、その報告 3)で焦点を当

てることができなかったワークショップの

2 回目と 3 回目の総括を中心に地域診断か

らワークショップに至る一連の取り組みを

プログラムすることである。また、地域診

断により地域課題を共有し、地域課題解決
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に向けて多様な人々が共働したいと思える

場作りを行うことである。  

 

B. 研究方法 

地域診断活用支援プログラムの開発を行う

ため北海道余市町で3回のワークショップを

行った。1回目は、地域診断について知り、第

6期介護保険事業計画に向けて現状の町の課

題を知る。2回目は、町の課題について共有し、

町内外の現状のリソースを確認して、課題解

決の可能性を探る。3回目は新たなリソースの

展開を探索し、具体的な事業計画に落とし込

むというプロセスで実施した。 

出席組織については会を重ねるごとに拡

大し、参加者が増加した。多様な視点から

意見交換が出来るように行政・保健・福祉

従事者・NPO・企業から参加者を募った。 

1 回目のワークショップの参加者は、余市

町高齢福祉課、地域包括支援センター、近

隣デイサービス職員の計 12 名であった。 

2 回目のワークショップの参加者は高齢

福祉課、地域包括支援センター、在宅介護

支援センター、居宅管理者、ケアマネジャ

ー連絡協議会、訪問看護管理者、訪問介護

管理者、近隣病院相談員、近隣病院薬剤師

の計 24 名であった。 

3 回目のワークショップの参加者は、高

齢福祉課、地域包括支援センター、近隣病

院、近隣介護保険施設、近隣訪問看護事業

所、近隣訪問介護事業所、NPO 団体、観光

協会、社会福祉協議会、保健推進委員会、

民生委員会の計 36 名であった。 

１回目の詳細については既報 3)で記述し

ており、以下では、2 回目、3 回目のワー

クショップの詳細について記述する。 

（倫理面への配慮）  

研究参加者には、事前に口頭にて研究

の主旨や調査目的と内容の説明を行い同

意を得た。倫理的配慮の内容はアンケー

ト結果の使用の範囲と管理方法、個人の

プライバシーの保護の厳守である。 

 

C. 研究結果 

2回目のワークショップ全体のアウトカム

としては、「地域資源を確認し、今や未来に

ついて自分たちの想いを伝え合う」ことを目

指した。また、日々の業務の中で、気になっ

ていること、抱えている課題、不安などを参

加者同士がフラットな立場で話し合い、そこ

から、町に必要と感じる社会資源・サービス

資源について理解を深められるように進行し

た。まずは、①自分のことを紙に書いてもら

い、次に参加者同士が話し合う気持ちになれ

るように、②近くの人とペアになってもらい、

③記入した紙で自己紹介を行った後、④ペア

＋ペアで4人グループになり、⑤自己紹介で聞

いたことを、グループメンバーに伝えあう他

者紹介を行った。他者紹介とは、ある人を第

三者に紹介することを前提とすることで、傾

聴意識を促し、自分自身を客観的に知り、会

話の促進を促すものである。その後、ワール

ドカフェを行い、グループごと各問いに対し

て話し合いながら模造紙に各々が思うことを

自由に書いてもらった。ワールドカフェでは、

以下の問いについてそれぞれ約15分前後話し

合いを行った。第1問「最近気になっているこ

とはなんですか？」、第2問「高齢者にとって

住みやすい街とはどんな街ですか？」、第3

問「町に何があれば、高齢者が住みやすい街

になりますか？」 
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図１ ２回目の実際の様子 

 

その結果、参加者からは、「医療・介護関

係者以外の方とも話がしたい」、 「ボランテ

ィアをやりたい人、やってもいい人とつなが

りたい」、「若者が住みやすい、働きやすい

まちづくりに発展させたい」 「情報を共有す

る場所（出会いの場）、支え合い（元気人が

虚弱の人を助ける）の拠点がほしい」「地域

のことや活動の仕方を知りたい、住宅のこと、

病院のこと、買い物のことを話したい」など

の意見が交わされた。参加者からは、「自分

の思いを話せた」、「いろんな人の話を聞け

た」、「共感し合えた」、「自分たちの現場

から見た現状を共有できた」、「課題を見つ

けて、解決するために必要なモノやコトを探

す気になった」という感想が聞かれた。 

 3回目のワークショップでは、より多くの参

加者を招き、 それぞれの視点から見える町の

現在と未来について話し合いを行い、今の町

にある資産、今後必要と成る要素を出しあっ

た。3回目のワークショップでは、2回目のワ

ークショップで意見に挙がった「医療・介護

関係者以外の方とも話がしたい」、「ボラン

ティアをやりたい人、やってもいい人とつな

がりたい」、「若者が住みやすい、働きやす

いまちづくりに発展させたい」という意見を

尊重し、NPO団体、観光協会、社会福祉協議会、

保健推進委員会、民生委員などの方にも新た

に参加頂いた。 

まず、町の地域診断結果の共有を行い、今

までの2回のワークショップの成果を参加者

と振り返り、その後、以下の3つの問いについ

て、町の現状と未来について話しあった。そ

の場で出された意見を以下のカテゴリ別に整

理した（図２）。第1問「今、町にあるものは

何ですか？」 、第2問「町に住んでいる人の

暮らしが良くなるためには何を付け加えれば

よいですか」、第3問「町の外にいる人が、町

に来たいと思うためには何が必要ですか」 

その結果、教育、医療、介護、ライフライ

ン、産業、観光、自然、交通に関する意見に

集約することができた。参加者からは 「通常

の会議とは違う進め方だったので最初は戸惑

ったが、 次第に自然に発言させられてしまっ

た」、「この様な進め方を職場で取り入れて

みたい」などの声があり、自分事として、課

題解決に取り組む住民の姿勢が表面化した。

ワークショップの最後に寄せられた意見を抜

粋すると、「若い人の存在が大切、そのため

の施設が充実してほしい」、「働きたい人、

働けない人を把握したい 」、「自分達で解決

できる部分のアクションプランを作る」、「今

後もこのような話し合いがあれば参加した

い」などが出された。 

 

図２ 町の現状と未来について挙げられた意

見のカテゴリ  

 

 ワークショップの参加満足度を自記式アン

ケートで尋ねたところ、「よかった」、「ま

あよかった」と回答した満足群が97％を占め、

- 144 -



地域診断書については回答者全員が「興味が

持てた」、「少し興味がある」に回答した。 

 

D. 考察 

この地域診断活用支援プログラムの全体の

ゴールは、「町に住んでいる色々な主体や人

が当事者意識を持って町のことを考え、共働

しながら活動する人が現れる」であった。地

域の健康寿命を延伸させるためには、3つの段

階があり（図3）4)、最初は、医療・介護を中

心とした地域包括ケアの実現が中核となる。

次にそれを補完する形で、運動・栄養・見守

り・買い物支援等の公的保険外のサービスを

育成する必要性があり、3段階目には、医療・

介護関係者や公的保険外サービス提供者が、

農業・観光等との地域産業との連携により、

生み出される新たなヘルスケアビジネスの創

出支援が必要とされている。今回の取り組み

は、初回は行政と介護福祉関係者、2回目は行

政・医療・介護福祉関係者、3回目は観光協会

や民生委員の方が加わるなど回を重ねるごと

に、参加者のバックグラウンドも多様になり、

参加者も増加した。重要なことは地域課題に

ついて、多くの地域住民と課題を共有するこ

とである。領域が異なる方々を繋げて、地域

課題解決に向けて共働することが、その地域

でのヘルスケアビジネスの創出につながり、

将来の地域の経済活性化と医療費削減を目指

す第一歩になり得る。 

 

図3「地域における健康寿命延伸産業育成の

考え方」※出典：経済産業省 商務情報政策

局  

 

 

地域診断ワークショップを通して、対話を

する機会を設ける重要性を多くの参加者が再

認識し、ワークショップの参加満足度は満足

群が97％と高かった。地域診断を通して町の

状況を客観的に知ることで、介護予防を起点

とした町づくりに発展できる可能性がある。

参加者からは、「地域交流の場や町の未来を

考える機会を提供することの必要性を感じ、

あらゆる分野の方との懇談が必要」、「次の

アクションについて話し合いたい」など、今

後のアクションに向けた意見が聞かれた。介

護予防を起点とした住民対話として、開発し

た全３回の懇談会は一定の役割を果たしたが、

今後の発展を期待する声も多い。 

E. 結論 

 地域診断により地域課題を共有し、地域課

題解決に向けて多様な人々が共働したいと思

える全３回のプログラムが開発できた。 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

岡田栄作、杉田恵子、櫻木正彦、尾島俊之、

近藤克則：地域住民と作る地域診断活用支援

プログラム開発の試み．地域ケアリング:19

(2),74-78,2017 

 

２．学会発表 

岡田栄作、近藤克則、宮國康弘、尾島俊之：
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日常生活圏域ニーズ調査結果を用いた2次予

防事業対象者の地域診断指標の開発．第57回

日本社会医学会総会．2016.8. 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況（予定を

含む） 

１.特許取得 

 なし 

２.実用新案登録 

 なし 

３.その他 

 なし 
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